
資料９ 環境影響評価手続実施事業一覧（令和２年 12月末現在） 

手続の種類 事業の種類 事業名 場所 
縦覧開始日 

配慮書 方法書 準備書 評価書 

法 ア セ ス道 路
京奈和自動車道 

（大和北道路） 
木津川市ほか － H16年 11月９日 H18年９月26日 H20年４月25日 

 

  
鉄 道

奈良線第２期複線化事業 京 都 市 ほ か H25年 11月５日 H26年３月３日 H27年３月２日 H28年３月14日 

 

  
北陸新幹線（敦賀・新大阪間） 京 都 市 ほ か R１年６月１日 R１年11月 26日     

 

 
発 電 所（仮称）若狭嶺南風力発電事業 

福井県高浜町

・ お お い 町
R２年５月27日    

条 例 ア セス風 力 発 電 所（仮称）太鼓山ウインドファーム 
京 丹 後 市 ・

伊 根 町
H30年８月17日 H31年１月18日 R２年８月14日   

 

  

一 般 廃 棄 物

焼 却 施 設

長谷山清掃工場更新事業 城 陽 市 － H13年３月２日 H15年４月18日 H16年１月９日 

 

  
折居清掃工場更新事業 宇 治 市 － H25年１月８日 H26年 11月28日 H27年 10月13日 

 枚方京田辺環境施設組合可燃ごみ広域

処理施設整備事業 
京 田 辺 市 H29年４月25日 H30年２月２日 R２年５月８日   

  
産 業 廃 棄 物

焼 却 施 設
（仮称）綾部総合工場 綾 部 市 － H20年２月１日 H24年２月10日 H25年３月15日 

                

閣 議 ア セス道 路京都市道高速道路１号線 京 都 市 － － H６年５月16日 H６年 11月１日 

要 綱 ア セス
レクリエーシ

ョ ン 施 設

ジャパングレンリーフカントリークラ

ブ 
亀 岡 市 － － H２年４月10日 H２年 11月６日 

  

  

等 
（仮称）丹波高原ゴルフ場 京 丹 波 町 － － H２年６月12日 H３年３月８日 

 

  
  

（仮称）サンディエゴカントリークラブ

日吉コース 
南 丹 市 － － H３年７月19日 H４年３月31日 

 

  
  （仮称）宝山ゴルフ倶楽部 亀 岡 市 － － H３年 10月 15日 H４年４月24日 

    
ロイヤルクラシックゴルフ＆リゾート

クラブ 
京 都 市 － － H３年 11月 12日 H４年５月19日 

 

  
  （仮称）京都奥山田ＣＣ 宇 治 田 原 町 － － H７年８月22日 H９年７月８日 

  道 路
近畿自動車道敦賀線 

［閣議アセス］ 
舞 鶴 市 － － H２年８月14日 H３年７月19日 

  電 気 工 作 物
舞鶴発電所 

［省議アセス］ 
舞 鶴 市 － － H６年５月２日 H７年１月17日 

要 綱 ア セス

(都市計画)
道 路

京都縦貫自動車道綾部宮津線 

［閣議アセス］ 
綾 部 市 ほ か － － H２年８月17日 H２年 11月 27日 

    
第二名神自動車道宇治田原城陽線 

［閣議アセス］ 
城 陽 市 ほ か － － H３年３月14日 H３年９月24日 

    
京都高速道路 

［閣議アセス］ 
京 都 市 － － H４年 10月 16日 H５年３月16日 

    
京都縦貫自動車道丹波綾部線 

［閣議アセス］ 
京丹波町ほか － － H５年 10月 15日 H６年２月14日 

    
第二名神自動車道城陽八幡線 

［閣議アセス］ 
京田辺市ほか － － H６年５月10日 H７年７月７日 

  

  
  鳥取豊岡宮津自動車道宮津網野線 京丹後市ほか － － H11年１月５日 H11年４月16日 

  
土 地 区 画

整 理 事 業

精華台土地区画整理事業 

［閣議アセス］ 
精 華 町 － － H３年６月14日 H３年８月２日 

    
木津中央特定土地区画整理事業 

［閣議アセス］ 
木 津 川 市 － － H７年５月12日 H７年８月25日 

                

注１ 京都府環境影響評価要綱の施行（平成元年９月）以降に実施されたものを掲げています。 

２ 「法アセス」は、環境影響評価法に基づき行われたものです。 

３ 「閣議アセス」は、昭和59年の閣議決定に基づき行われたものです。 

４ （都市計画）は、都市計画決定の手続の中で行われたものです。 

５ 舞鶴発電所の「省議アセス」は、昭和52年の通商産業省省議決定に基づき行われたものです。 

６ 方法書手続は、環境影響評価法及び条例で導入された制度で、それ以前の制度にはありません。 

７ 配慮書手続は、法では平成25年４月から、条例では平成26年７月から導入された手続です。 

８ 京都市の制度による手続が行われた事業は含んでいません。 

 


